
平成２８年 
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平成２８年１１月２８日 記者発表資料 



【平成２８年１２月議会】 
議案件数 

 

〇条例議案         ６件 

〇予算議案（補正予算） ５件 

 

 

 
 



平成29年4月1日付 

 

組織改編について 
 

 

 

 

 （武雄市部設置条例の一部を改正する条例） 
 

 

 

 

 



基本姿勢 

前進 と 対話 

Ⅱ にぎわい創出・活力アップ 

Ⅲ くらしといきがい・健康づくり 

Ⅰ 教育改革・子育て支援 
基
本
政
策 

「持続可能なまち」へ 



○ 「こども未来課」を新設し、ライフステージに
応じた育ちと学びの機会の充実と、切れ目の
ない子育て支援のさらなる充実を図ります。 

○学校教育課内に「新たな学校づくり推進室」
を新設し、２１世紀型スキルを育む先進的な
教育の取り組みを、『導入』から『実践』の第２
フェーズへ展開し、さらなる発展を図ります。 

①子育て・教育 
～さらに発展した、ワンランク上の子育て・教育環境を確
たるものとする～ 



○市民所得の向上のため、「商工課」を
設置し、雇用のさらなる創出、地元事
業者と連携した産業振興、起業支援に
取り組みます。 

②雇用 
～「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込
む好循環を確立する～ 

～新たな人の流れを活力ある「まち」につなげる～ 



③福祉 
～福祉とは「市民一人一人が自分らしく幸せに生きること」
である。 

 「武雄に生まれて良かった」「武雄に住んで良かった」を
実現する～ 

○「福祉部」を新設し、健康・福祉・保
健施策のさらなる充実を図り、誰も
が暮らしやすく、幸せを実感できるま
ちづくりを行います。 



条例議案（６件） 

◆武雄市下水道事業の地方公営企業法適用に伴う関係条例の整備に 
 関する条例 
  ⇒下水道事業の地方公営企業法適用に伴う関係条例の改正 

 ◆武雄市都市下水路条例 
  ⇒下水道事業の地方公営企業法適用に伴い、都市下水路の管理 
   並びに施設の構造及び維持管理の基準について必要な事項を定 
   めるもの   

◆武雄市部設置条例の一部を改正する条例 
  ⇒組織機構の見直しに伴う改正 



◆武雄市子どもの医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 
  ⇒小中学生に係る医療費の助成方法の見直しに伴う改正 

◆武雄市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 
   ⇒雇用保険法の一部改正に伴う改正 

◆武雄市図書館・歴史資料館設置条例の一部を改正する条例 
  ⇒武雄市図書館・歴史資料館の施設としてこども図書館を追加する  
   ための改正 



平成２８年度 
武雄市１２月補正予算概要 



予算議案（５件） 

◆平成２８年度武雄市一般会計補正予算（第９回） 

◆平成２８年度武雄市国民健康保険特別会計補正予算（第３回） 

◆平成２８年度武雄市下水道事業特別会計補正予算（第３回） 

◆平成２８年度武雄市競輪事業特別会計補正予算（第２回） 

◆平成２８年度武雄市水道事業会計補正予算（第２回） 

 



【一般会計】 
歳入歳出予算の補正 

 

〇補正予算額               

〇補正後の予算額    

 

     ※対前年同期比 

                

４億 ６９３.３万円 

２６６億２９３２.２万円 

14億 956.4万円増 

5.6％増 



■ 就学援助制度事業 

就学困難な児童生徒の保護者に対し、新入学用品
費を入学前年度に支給します。 

予算額 1５８万円 

全額市費 

支給時期 

平成２９年７月 ⇒ 平成２９年３月 
 （入学後）     （入学前）    

※小・中学校合計 

 （新入学用品費の入学前支給） 



■ アレルギー対応食調理室増築事業 

アレルギー対応食専用の調理室を増築し、安全安
心な給食の提供を図ります。 

予算額 103万3千円 

全額市費 

対象校 

御船が丘小学校 

平成28年度 実施設計 

平成29年度 増改築工事 



■ 防犯対策整備事業 

（公的介護施設等整備補助金） 

予算額 246万6千円 

全額国費 

保育所や高齢者施設等における防犯対策を強化す
るため、防犯カメラなどの設置費用を補助します。 

（保育所等における防犯対策整備事業補助金） 

 
予算額 1485万円 

市費 495万円 

（地域共生ステーション防犯対策整備事業費補助金） 

予算額 37万7千円 

市費 18万9千円 



■ 耐震診断事業 予算額 225万円 

市費 67万5千円 

対象 

昭和56年5月以前に建築された
木造住宅 

対 象 
昭和56年5月以前に建築された
木造住宅（旧耐震基準） 

補 助 率  ５/６ 

個 人 負 担 
 １/６ 
（実負担額：１万～1万５千円） 

住宅の耐震化を推進するため、個人所有の住宅の
耐震診断に対して補助します 。 



特別会計補正予算の概要 



■ 主な特別会計等の補正と内容 

会計 補正額 内 容 

下水道事業特別会計 197万5千円 

・鳥海地区浄化センターの 
 施設整備 
・公債費補正 

競輪事業特別会計 5億4821万7千円 
・開催数の変更に伴う開催   
 費の補正等 


